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市税 みなさんが納めた税金 168,913円

国・県支出金 市の事業に対し、国や県から交付されたお金 62,839円

地方消費税
交付金など

消費税の一部として県から交付された
お金など 21,521円

市債 国や金融機関などから借り入れたお金 10,986円

使用料及び
手数料

公立保育園の保育料、施設の使用料や住
民票の写しの交付手数料など 9,625円

財産収入・
寄附金・繰入金・
諸収入

市有地を売却して得たお金、寄附金、基
金（貯金）を取り崩したお金など 9,379円

その他
前年度から繰り越したお金、私立保育園
の保育料や施設の入所費用など、特定
の利益を受ける方が負担したお金

7,714円

民生費 高齢者、障害者、児童などの福祉の費用 118,300円

総務費 文化振興、防災対策、情報化推進などの費用 37,267円

衛生費 ごみ処理、がん検診、予防接種などの費用 33,804円

土木費 道路、河川、公園などの費用 30,490円

教育費 小・中学校、幼稚園、生涯学習振興などの費用 26,802円

公債費 国や金融機関などから借り入れたお金の返済費用 15,860円

消防費 消防・救急活動の費用 10,884円

その他 商工業振興などの費用 6,814円

歳　　入	 290,977円	 歳　　出	 280,221円

市民1人当たりの市債残高　125,995円
平成26年度対比 3,483円減少

市の人口／47万8,542人　（平成28年3月31日現在・住民基本台帳人口）

平成27年度の主な事業と決算額

経常収支比率と市債残高

一般会計のあらまし

歳入
290,977 円

市税
58.1％

国・県支出金
21.6％

財産収入・寄附金・繰入金・諸収入
3.2％

市債
3.8％

その他
2.7％

使用料及び手数料
3.3％

地方消費税交付金
など
7.3％

歳出
280,221 円

民生費
42.2％

総務費
13.3％

衛生費
12.1％

土木費
10.9％

教育費
9.6％

公債費
5.7％

消防費
3.9％

その他
2.3％

歳入
1,392億
4,482万円

歳出
1,340億
9,764万円

自主財源
市が自主的に収入できるお金

67.2%
936億1,839万円

その他の経費

467億448万円
34.8%

一般会計歳入・歳出差引額		51億4,718万円

●物件費
●維持補修費
●補助費等
●繰出金
●積立金
●投資及び出資金・
　貸付金

投資的経費
建設工事などに使うお金

8.9%
118億8,008万円

●普通建設事業費　●災害復旧事業費

義務的経費
支出が義務付けられ、任意に削減できないお金

56.3%
755億1,308万円

●人件費
●扶助費
●公債費

依存財源
国・県からの交付や
借り入れたお金

32.8%
456億2,643万円
●国・県支出金
●市債
●地方消費税
　交付金など

●市税
●財産収入・寄附金・
　繰入金・諸収入 　 
●使用料及び手数料
●その他

一般会計

市税
808 億 3,205 万円

国・県支出金
300 億 7,119 万円

地方消費税交付金など
102 億 9,814 万円

市債
52 億 5,710 万円

使用料及び手数料
46 億 581 万円

財産収入・寄附金・繰入金・諸収入
44 億 8,894 万円

その他
36 億 9,159 万円

民 生 費
566 億 1,163 万円

総 務 費
178 億 3,384 万円

衛 生 費
161 億 7,682 万円

土 木 費
145 億 9,080 万円

教 育 費
128 億 2,588 万円

公 債 費
75 億 8,958 万円

消 防 費
52 億 858 万円

そ の 他
32 億 6,051 万円

国民健康保険
516 億 6,678 万円

下水道事業
143 億 6,769 万円

地方卸売市場事業
1 億 6,422 万円

介護老人保健施設
10 億 8,932 万円

介護保険
243 億 3,888 万円

後期高齢者医療
39 億 8,319 万円

病院事業会計収益的収入
15 億 5,423 万円

国民健康保険
509 億 2,810 万円

下水道事業
141 億 889 万円

地方卸売市場事業
1 億 5,285 万円

介護老人保健施設
10 億 8,932 万円

介護保険
236 億 8,016 万円

後期高齢者医療
39 億 7,376 万円

病院事業会計収益的支出
16 億 4,656 万円

病院事業会計資本的支出
1 億 7,199 万円

　経常収支比率は、市税などの恒常的な収入が
扶助費など義務的な経費に使われる割合を表
し、数値が低いほど政策的に使えるお金が多い
ことを示しています。

　道路や公園などのインフラ施設や学校や公民館などの公共施設の建
設などに係る経費を賄うために、国や金融機関などから借り入れたお金
の残額です。

　本市では、国の基準に基づく企業会計的手法による財務書類4表を作成しています。財務書類4表は市公式Webサイト
や市政情報センター等でご覧になれます。

高齢者⽀援サービスの充実
高齢者サポートセンターの運営 1億9,365万円
介護予防の推進 5,556万円
特別養護⽼⼈ホームの整備 1億5,000万円

⼦ども・⼦育て⽀援
放課後保育クラブの運営 11億113万円
そよかぜキッズの管理運営 443万円
児童虐待及びＤＶへの対策 2,416万円
保育園の整備 2億6,072万円

防災対策
住宅の耐震化等の推進 3,234万円
総合防災訓練の実施 592万円
下⽔道の整備（⾬⽔） 50億8,708万円

都市基盤の整備
狭あい道路対策 3,537万円
主要駅周辺の歩道バリアフリー化 1億6,785万円
都市計画道路3・4・18号の整備 12億4,952万円

下⽔道の整備（汚⽔） 19億3,620万円

公共施設の整備
市民会館の建替 5億7,441万円
北東部スポーツ施設の整備 13億7,496万円

新庁舎の整備 31億2,161万円

地域経済の活性化
商店街の活性化 3,020万円
雇用の促進と就労の支援 2,677万円
市川漁港の整備 3,712万円
都市農業の振興支援 1,686万円
プレミアム商品券の発⾏ 4億9,674万円
⼥性の起業家支援 686万円
道の駅の整備 1,976万円

教育の振興
北方小学校屋内運動場の建替 4億5,507万円
小学校・中学校・幼稚園の耐震改修 2億8,210万円
塩浜小中一貫校の整備

（補助教員等の増員）
237万円

児童・生徒の学校生活の支援 9,098万円
校内塾・まなびくらぶの運営 1,254万円

平成

27
年度

　特別会計

   公営企業会計

決算収支 （財源・性質別） 市民1人当たりの歳入と歳出

歳入（総額）
1,392億4,482万円

歳出（総額）
1,340億9,764万円

歳入（総額）
956億1,008万円

歳出（総額）
939億3,308万円

歳入（総額）
15億5,423万円

歳出（総額）
18億1,855万円

▲平成29年度に供用開始予定の下⽔道（⾬⽔／市川南7号幹線） ▲放課後や長期休業中などの児童の学びを支える「まなびくらぶ」

▲北東部スポーツ施設完成イメージ図

▲11月10日（木）に全線開通する都市計画道路3・4・18号

経常収⽀比率 市債残高

平成27年度決算 90.4％（前年度比較 ▲4.5％）
平成26年度決算  94.9％
平成25年度決算  93.3％

平成26年度決算　一般会計 619億6,082万円（全会計   984億4,969万円）　
平成25年度決算　一般会計 655億2,960万円（全会計 1,013億8,457万円）

（全会計　978億5,543万円）
（前年度比較 ▲2.7％）
（前年度比較 ▲0.6％）

平成27年度決算 一般会計 602億9,381万円

健全化判断比率
　健全化判断比率とは、地方公共団体の財政状況を統一的
な指標で表したものです。同指標により、財政の健全化や再
生が必要な場合は、法律により計画を定め財政の健全化を目
指します。本市においては、実質公債費比率が基準を大きく
下回る0.0％である他、将来負担比率においても、将来の実
質的な負担がないことを示す結果となっています。その他の
指標は全て黒字であり、赤字、資金不足はありません。財政状
況は前年度に引き続き、健全段階となっています。

指標名 内　容 27年度
算定結果

早期健全化
基準

財政再生
基準

健
全
化
判
断
比
率

実質赤字比率
一般会計等を対象とした実質
赤字額の標準財政規模に対す
る割合

－ 11.25% 20％

連結実質赤字
比率

公営企業会計を含む、すべて
の会計を連結した実質赤字額
の標準財政規模に対する割合

－ 16.25% 30％

実質公債費比率
（３カ年平均）

一般会計等が負担する元利
償還金及び準元利償還金の
標準財政規模に対する割合

0.0％ 25％ 35％

将来負担比率
一般会計等が将来負担すべ
き実質的な負債額の標準財
政規模に対する割合

－ 350％

資金不足比率
各公営企業における資金不足
額の事業規模（事業収入）に対
する割合

病　院  － 経営健全化基準
下⽔道  － 20%市　場  －
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